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・今回の改定において修正する予定の箇所を赤字・下線にしています。 

・本文中、「○○○○＊」とある用語の解説は、附属資料「用語説明」に記載する予定です。 
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（１）本市における計画の体系 

本計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）

第６条第１項に基づき、本市の一般廃棄物＊の処理に係る基本的な考え方や方向性

について定めるものです。 

また、仙台市基本計画及び杜の都環境プラン（仙台市環境基本計画）を上位計画

とし、杜の都環境プランの個別計画として策定します。 

なお、食品ロスの削減の推進に関する法律（以下「食品ロス削減推進法」という。）

により策定が努力義務とされている「食品ロス削減推進計画＊ 1」を、廃棄物分野に

おける食品ロス削減推進の取り組みとして本計画に内包することとします。 

このほか、市町村が策定することとされている非常災害発生時に備えた計画 2とし

て、本計画への施策の記載のほかに、別途「仙台市災害廃棄物処理計画」を定めて

います。 

 

 

 

 

 

 

図１ 本市における計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 食品ロス削減推進法第 13 条第１項の規定に基づく市町村食品ロス削減推進計画のこと。 
2
 「廃棄物の減量その他適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」（平成 28 年

（2016 年）１月 21 日環境省告示）において、市町村は非常災害に備えた災害廃棄物対策に関する施策を一般廃棄物処理

計画に規定するとともに、非常災害発生時に備えた災害廃棄物処理計画を策定し、適宜見直しを行うものと規定。 

１. 計画の位置づけ 

杜の都環境プラン（仙台市環境基本計画） 仙台市基本計画 

個別計画 

仙台市一般廃棄物処理基本計画 

 

 食品ロス削減推進計画 

廃棄物処理法 

食品ロス削減推進法 

第１章 基本事項 
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第六次環境基本計画（令和６年） 

第五次循環型社会形成推進基本計画（令和６年） 

 

廃棄物処理基本方針  （令和６年） 

廃棄物処理施設整備計画（令和５年） 

 

※再生資源利用促進法（平成３年） 

（２）循環型社会形成のための法体系 

ごみや資源物の処理に関しては、廃棄物処理法のほか、様々な法律が整備されて

おり、環境基本法に基づく環境基本計画、循環型社会＊形成推進基本法に基づく循環

型社会形成推進基本計画、廃棄物処理法に基づく廃棄物処理施設整備計画などが順

次策定されるとともに、個別リサイクル法が施行されています。 

このほか、食品廃棄物等の利活用や食品ロスの削減に向け、令和元年度（2019 年

度）には、食品ロス削減推進法が施行されたほか、プラスチックの製品設計から使

用済み製品の処理に至るまで、あらゆる主体における資源循環の取り組みを促進す

るための措置を盛り込んだ、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律

（以下、「プラスチック資源循環促進法」という。）が令和４年（2022 年）に新た

に施行されています。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

容器包装 

リサイクル法 

（平成７年） 

家電 

リサイクル法 

（平成 10 年） 

食品 

リサイクル法 

（平成 12 年） 

建設 

リサイクル法 

（平成 12 年） 

自動車 

リサイクル法 

（平成 14 年） 

小型家電 

リサイクル法 

（平成 25 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 循環型社会形成のための法体系 

環境基本法（平成６年） 

循環型社会形成推進基本法（平成 13 年） 

廃棄物処理法（昭和 45 年） 資源有効利用促進法（平成 13 年） 

個別リサイクル法 

グリーン購入法（平成 12 年） 

プラスチック資源循環促進法（令和４年） 

 

食品ロス削減推進法（令和元年） 
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本計画の期間は、令和３年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030 年度）までの 10 年

間とします。 

計画期間の５年目となる令和７年度（2025 年度）に中間評価を行い、その結果等を踏

まえて計画の見直しを行いました。 

引き続き、社会状況の変化等を注視しつつ、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和７年度 令和 12 年度 

2019 2020 2021 2025 2030 

   
 

 

中間見直し 

 

諮問・審議・意見募集・答申 １年 ５年 10 年 

目標基準年度 改定年度 計画初年度 中間目標年度 最終目標年度 

 

図３ 計画期間と目標年度 

 

 

 

（１）仙台市一般廃棄物処理基本計画に基づくこれまでの取り組み 

仙台市一般廃棄物＊処理基本計画は、市内において各家庭から排出される「生活ご

み＊」や、事業活動に伴い排出される産業廃棄物＊以外の「事業ごみ＊」及び「生活排

水＊」の処理の基本的な考え方や方向性を定めるもので、計画期間の 10 年間におけ

るごみ減量・リサイクルの推進に関する取り組みやごみ処理体制の指針となるもの

です。 

本市ではこの計画のもと、これまでもウェブサイト・アプリ・SNS 等の活用によ

るごみの減量・リサイクルに関する各種広報や、令和 5 年度（2023 年度）に全市展

開した製品プラスチック一括回収によるリサイクルの推進、障害の有無や使用言語、

年齢などにかかわらず、多くの方が使いやすい・わかりやすいユニバーサルデザイン
＊を取り入れた指定ごみ袋の全面リニューアルなど、様々な施策を実施してきました。 

また、具体の取り組みを進めるにあたって、市民団体・事業者及び市により構成

する「アメニティ・せんだい推進協議会」での活動のほか、地域におけるごみの減

量・リサイクル活動のリーダー的役割を担うクリーン仙台推進員＊との連携など、市

民・事業者と市が密接に協働しながらごみ減量・リサイクルを進めてきたことは、

本市の特色であり強みであるということができます。 

このような各種取り組みが効果的に機能したことで、ごみ排出量は順調に減少す

るとともに、プラスチック等の資源循環も着実に進捗することができました。  

  

２. 計画期間  

3. 改定の趣旨 

計画期間 
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（２）社会状況の変化と持続可能な社会に向けた動向 

少子高齢化や今後の人口減少社会の到来、これらに伴う経済規模の縮小やグロー

バル化の進展、環境配慮行動の広がりなど、本市でも社会を取り巻く状況は大きな

変化に直面しつつあります。 

計画期間においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、食料品をはじめ

とする物価高騰など日常生活や経済活動に大きな影響を与える出来事が発生しま

した。 

こうした状況下においても、安定的にごみ処理を行い、市民生活や事業活動を支え

ることが必要であることから、災害に強い処理体制の構築を進めるとともに、ごみ

処理の継続実施に向け作業員の安全確保対策を進めるなど、事前の備えの重要性が

増しています。 

また、令和４年（2022 年）４月にプラスチック資源循環促進法が施行され、国が

令和 6 年（2024 年）8 月に策定した「第五次循環型社会形成推進基本計画」では、

持続可能な形で資源を効率的・循環的に有効利用する「循環経済（サーキュラーエ

コノミー）＊」への移行が国家戦略として位置付けられたほか、令和７年（2025 年）

３月には「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針（第２次）」が策定される

など、プラスチックの有効活用や食品ロスの削減に向けた取り組みが加速していま

す。 

こうした状況を踏まえ、本市においても、市民や事業者との協働のもと、資源を大

切に使う行動の定着や、３Ｒ＊の推進など、資源の循環的な利活用の取り組みを一層

推進するとともに、プラスチックの有効活用や食品ロスの削減をはじめとした喫緊

の課題に適切に対応していく必要があります。 

 

 

（３）資源循環都市を目指して 

このような状況の変化や動向を踏まえたうえで、本市が廃棄物の適正処理に努め

ながら、様々な課題や不測の事態にも柔軟かつ適切に対応できるよう、「仙台市一

般廃棄物＊処理基本計画」を改定し、３R の推進など、資源の循環的な利活用の取り

組みをより一層進めていきます。 

本計画の改定にあたっては、計画期間における基本目標の進捗状況やこれまで実

施・検討してきた施策の中間評価を行いました。そのうえで、本市の強みである市

民や事業者との協働による取り組みを進めることとし、計画後期の 5 年、さらにそ

の先を見据え、“杜の都仙台”の豊かで美しい環境を次の世代へ引き継ぐため、資

源が循環する持続可能なまちづくりに向け、効果的で実効性のある計画となるよう

見直しを行います。 
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本計画の推進にあたっては、市民・事業者・市の協働により進めることとし、以下の

とおりそれぞれの主体が責務と役割を担い連携して取り組みます。 

 

◎市民の役割 

排出者の責務  ごみの発生抑制に努めた生活を心がけ、資源物の分別徹底な

ど、ごみ減量・リサイクルの推進に取り組みます。 

 一人ひとりが市の排出ルールを遵守し、ごみ集積所の清潔保

持に努めます。 

 公共下水道＊等への接続や合併処理浄化槽＊の利用等、効率的な

生活排水＊処理に努めます。 

地域コミュニティの

充実 
 集団資源回収＊や地域清掃、地域ごみ出し支援活動など、地域

に根ざした取り組みに協力します。 
 

◎事業者の役割 

排出事業者の責務  ごみの排出から最終処分＊に至るまで責任を担うとともに、ご

みの発生抑制につながる事業形態の構築に努めます。 

 資源物や産業廃棄物＊の分別徹底に努めた事業ごみ＊の適正排

出を推進します。 

 公共下水道等への接続や合併処理浄化槽の利用等、効率的な生

活排水処理に努めます。 

生産者責任等  環境負荷の低減に資する生産・流通・販売に努めるとともに、

ごみの減量・リサイクルを推進します。 
 

◎市の役割 

排出者としての責務  「仙台市環境行動計画」の実践により、市民や事業者の模範と

なるべく、市職員一人ひとりが率先してごみ減量・リサイクル

の推進に努めます。 

計画・施策の実行  年齢、国籍、障害の有無などにかかわらず市民・事業者の誰も

がごみ減量・リサイクルの推進に取り組みやすい仕組みを構

築します。 

 ごみの排出ルールや新たな資源化の取り組みの普及啓発に努

めます。 

 社会状況等の変化を注視し、柔軟かつ迅速に対応します。 

安定的な処理体制の

確保 

 安定的な収集体制を維持し、環境負荷の低減に配慮したごみ

処理施設の維持・更新を行います。 

 大規模災害の影響を考慮した施設のあり方や広域的な処理等

の方向性について検討を進めます。 

 効率的で効果的な生活排水処理を推進します。 

 感染症の蔓延時においても委託業者や許可業者と連携し、ご

み処理の継続を図ります。 

４. 計画推進の主体  
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本計画の基本目標の達成状況や重点的な取り組みの実施状況等について、PDCA サイク

ルに基づく進行管理を行います。 

進行管理にあたっては、仙台市廃棄物対策審議会への報告と審議を行い、市ホームペ

ージや「市政だより」等で公表します。これにより、基本目標の達成状況などの共有化

を図り、必要な対応策については、毎年度策定する「仙台市一般廃棄物＊処理実施計画」

の施策に反映し、推進します。 

また、国の制度や社会経済情勢など、本計画の推進にあたり大きな変化が生じた場合

は、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 計画の進行管理と施策の推進  

市 

市民・事業者・市 

仙台市廃棄物対策審議会・市 

市ホームページ、 
市政だより等で公表 

P（plan） 

計画・施策 

D（do） 

実行・研究 

C（check） 

進捗・課題 

A（action） 

改善・見直し 

５. 計画の進行管理と施策の推進  
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（１）中間評価の概要 

本計画の中間見直しに当たり、計画に掲げる４つの基本目標及び基本方針に基

づく施策・取り組みについて、計画期間における進捗等を確認し、関連する指標

や課題の評価・分析等を行いました。 

 

 

（２）目標の進捗状況 

１）基本目標の進捗状況 

ごみ総量及び１人１日当たりの家庭ごみ排出量については、令和３年度（2021

年度）以降、着実に減少しており、いずれも中間目標を達成する見込みで進捗し

ています。 

また、最終処分量についても、令和６年度（2024 年度）の実績値が 42,444 トン

となり、すでに最終目標の 46,000 トンを達成する見込みで着実に進捗していま

す。一方、家庭ごみに占める資源物の割合については、令和３年度（2021 年度）

以降、40％台で推移していることから、目標値との差が大きい状況です。 

 

 
 

表１ 基本目標の進捗状況 
 

※1 評価基準： 〇達成に向け進捗している △一部遅れている ×遅れている 

※2 製品プラスチックを令和５年度より資源として回収しているため、令和元年度の製品プラスチックを  

含む数値（上段）並びに令和６年度の製品プラスチックを含まない数値（下段）は参考値。  

 

 

１. 計画の中間評価  

第２章 計画の中間評価と今後の課題 

373,373 335,867 350,000 330,000 ○

51,662 42,444 49,000 46,000 ○

463 417 430 400.0 〇

（45.7) 45.5

42.5 (43.0)

1,098,000 1,097,000

予測値 予測値

基本目標

令和元年度

2019

基準値

令和６年度

2024

実績

ごみ総量〔トン〕

【参考】本市人口〔人〕

（10月1日現在）

最終処分量〔トン〕

1人1日当たりの家庭ごみ排出量

〔グラム/人・日〕

家庭ごみに占める資源物の割合

〔％〕※2

評価

※1

1,033,515 1,096,168

令和７年度

2025

中間目標

35.0 △30.0

令和12年度

2030

最終目標
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図５ 生活ごみ排出量等の推移 

 
 

①ごみ総量の推移について 

ごみ総量は、令和３年度（2021 年度）以降、減少傾向が続いています。 

生活ごみのうち、資源物等を除いた家庭ごみ排出量については、物価高騰に伴う

消費活動の変化などの影響も一定程度あると考えられますが、発生抑制を中心とし

た３Ｒ＊の推進に向けた施策が効果的に機能した結果、令和６年度（2024 年度）実

績が 166,754 トンとなり、基準値である令和元年度（2019 年度）から１万７千トン

以上減少しています。 

また、事業ごみについては、一時期増加したものの、令和４年度（2022 年度）以

降は減少傾向となっています。 

 

表２ ごみ総量の内訳  

 

 

（単位：トン）

　 家庭ごみ 184,794 166,754 172,300 158,000

令和12年度

2030

最終目標

 生活ごみ

 事業ごみ

330,000335,867373,373ごみ総量

234,235 216,337

49,441 49,583

139,138 119,530

　 その他生活ごみ

350,000

令和元年度
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図６ ごみ総量等の推移 
 
 

②最終処分量の推移について 

焼却処理を行うごみの量が減少傾向にあることに伴い、焼却施設から生じる焼却

灰の量も減少しています。 

また、直接埋立処理を行う不燃ごみ等の量も減少傾向にあることから、総じて最

終処分量は着実に減少しており、令和６年度（2024 年度）実績が 42,444 トンで、

すでに最終目標を達成する見込みで進捗しています。 
 

表３ 最終処分量の進捗状況（再掲）  

 

 

③１人１日当たりの家庭ごみ排出量の推移について 

１人１日当たりの家庭ごみ排出量は、減量・分別キャンペーンなどの効果により、

令和３年度（2021 年度）以降は減少傾向にあり、最終目標の達成に向けて着実に進

捗しています。 
 

表４ １人１日当たりの家庭ごみ排出量の進捗状況（再掲） 
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④家庭ごみに占める資源物の割合の推移について 

家庭ごみには、資源化が困難なごみや生ごみ以外にも、多くの資源物（布類、缶・

びん等、プラスチック資源、再生可能な紙類）が混入しています。 

家庭ごみに占める資源物の割合は、令和３年度（2021 年度）以降、依然として約

４割を超える状況が続いており、このうち再生可能な紙類の割合が約２割を超える

状況が続いています。 

 

表５ 家庭ごみに占める資源物の割合の進捗状況（再掲） 

※ 製品プラスチックを令和５年度より資源として回収しているため、令和元年度の製品プラスチック  

を含む数値（上段）並びに令和６年度の製品プラスチックを含まない数値（下段）は参考値。  

 

※令和元年度から令和４年度まではプラスチック製容器包装の割合、令和５年度・令和６年度はプラスチック

製容器包装と製品プラスチックの割合の合計値 

 
図７ 家庭ごみの組成の推移 
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２）参考指標の推移について 

参考指標のうち、事業ごみ量・家庭系食品ロス量・廃棄物分野の温室効果ガス排

出量は、いずれも減少しており、着実に進捗している一方で、リサイクル率は令和

12 年度（2030 年度）に 32.0％以上に向上させることを目標としていますが、令和

６年度（2024 年度）に 28.4％となり、目標とは差がある状況です。 
 

表６ 参考指標の進捗状況 
 

 

（３）施策・取り組みの進捗状況 

① 計画期間に実施した主な事業 

 

年度 主な事業

・「資源とごみの分け方・出し方」の全面改訂、「ワケルネット」のリニューアル

・粗大ごみインターネット受付機能の拡充（申込可能品目の増：127→255）

・使用済みペットボトルの水平リサイクルの取り組みを開始

・使い捨てプラスチック削減に向けた「プラスチックは必要な分だけキャンペーン」の実施

・リチウムイオン電池等の分別収集開始

・プラスチック資源循環促進法に基づく再商品化計画の環境大臣・経済産業大臣認定取得（全国第１号）

・小売店での食品ロス削減に向けたマッチングサービス「ワケルくんもったいないマルシェ」の運用を開始

・製品プラスチック一括回収・リサイクルを全市で開始

・資源循環の「見える化」関連事業（「みんなでつくる！リサイクルハンガープロジェクト」等）の実施

・プラスチック資源循環に係る対話型イベント「せんだいリブート」の開催

・飲食店等での食品ロス削減に向け「ペロリでキラリおいしく食べきろうキャンペーン」の実施

・家庭用除湿器等からのフロン回収体制構築に向けた実証事業の実施

・今泉工場建替事業に着手

・災害廃棄物処理支援として被災地へ職員を派遣（令和5年7月及び9月に発生した大雨・台風災害（秋田県秋田

市・福島県いわき市）、令和６年能登半島地震）

・災害廃棄物処理支援として被災地へ職員を派遣（令和６年能登半島地震、令和６年７月25日からの大雨による被

害（山形県鮭川村））

・家庭ごみ収集運搬ルート最適化実証の開始

・定禅寺通等食品リサイクル推進モデル事業を開始

・一般廃棄物処理実態等調査の実施

・資源循環の「見える化」関連事業（リサイクルタンブラーの製作・イベントでのＰＲ）の実施

・家庭ごみ等指定袋のリニューアル（ユニバーサルデザイン化）

・家庭ごみ・プラスチック資源収集運搬ルート最適化実証の開始

・定禅寺通等食品リサイクル推進モデル事業の対象エリアを拡大

・今泉工場建替基本計画の策定

Ｒ７

2025

Ｒ６

2024

Ｒ５

2023

Ｒ４

2022

Ｒ３

2021

家庭系食品ロス量〔トン〕 17,740 12,006 14,000 9,000

116,328 107,473 100,000
廃棄物分野の温室効果ガス

排出量〔トン-ＣＯ₂〕

130,000

30.0

120,000

リサイクル率〔％〕

120,000119,530139,138事業ごみ量〔トン〕

28.5 28.4 32.0

令和元年度

2019

基準値

令和６年度

2024

実績

令和７年度

2025

中間目標

令和12年度

2030

最終目標
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② 施策・取り組みの進捗状況 

施策１ ごみ減量・リサイクルによる資源循環 

プラスチック資源循環に向けた取り組みとして、令和４年（2022 年）に全国

第１号となる再商品化計画の大臣認定を取得し、令和５年（2023 年）から製品

プラスチック一括回収・リサイクルを全市で展開しているほか、食品ロス削減

に向けた各種講座の開催や広報・キャンペーンを実施したことに加え、家庭系

剪定枝の回収・リサイクルの取り組みを進めました。 

 

施策２ ごみの適正排出と分別の推進 

資源の分別促進に向けて、イベントでの啓発やウェブサイト「ワケルネット」

などを活用した広報を行いました。また、清掃工場における搬入車両の内容物

検査に加えて、産業廃棄物適正処理管理指導員（産廃Ｇメン）によるパトロー

ル等を実施し、事業ごみの適正排出と不法投棄の未然防止に向けた取り組みを

推進しました。資源・ごみの分別徹底については、依然として家庭ごみの中に

多くの資源物が混入している状況であることから、取り組みをさらに推進する

必要があります。 

 

施策３ きめ細かな広報・排出ルールの周知徹底 

動画配信サイトやＳＮＳ等を活用し、ターゲットに合わせたごみの適正排出

や分別に関する情報発信を行ったことに加え、環境施設見学や学校・町内会等

を対象とした出前講座を実施するなど、分かりやすい情報発信と環境教育に関

する取り組みを推進しました。また、クリーン仙台推進員に向けた研修の実施

や活動支援を通じて連携を図りました。 

 

施策４ 社会環境の変化への対応 

地域ごみ出し支援活動の促進に向けて制度を活用しやすい環境を整備したほ

か、令和３年度（2021 年度）より粗大ごみ受付センタ－のインターネット申込

の機能拡充を図り、高齢化や生活様式の変化に対応した取り組みを進めました。 

また、ごみ集積所課題解決実証事業を町内会と連携して実施したことで、地

域と連携して課題解決に向けた仕組みづくりを推進しました。 

 

施策５ 環境美化の推進 

令和５年度（2023 年度）、第 40 回全国都市緑化仙台フェアやＧ７仙台科学技

術大臣会合の本市での開催に合わせ「みんなでまちをきれいにしようキャンペ

ーン」を展開したほか、地域清掃に対する支援などを行い、環境美化活動推進

の取り組みを進めました。 
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施策６ ごみの適正処理体制の確立 

今泉工場の建て替えに向け、令和５年度（2023 年度）に施設整備の方針及び

基本計画の検討方針を定めた基本構想を策定し、令和７年度（2025 年度）には

今泉工場の新たなごみ処理施設の処理方式や処理能力、環境保全計画、施設配

置計画などを具体化した基本計画を策定しました。また、令和６年度（2024 年

度）から生活ごみの効率的な収集方法や運搬ルートの検証を行う実証事業を開

始したことに加えて、脱炭素社会に向け、松森工場において令和４年度（2022

年度）から電気自動車への電力供給設備の運用を開始しました。 

 

施策７ 災害や感染症蔓延など様々な危機に対するしなやかな強さの確保 

災害時における災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理体制の確保に向け、

令和３年度（2021 年度）に災害廃棄物処理マニュアルを整備したほか、東日

本大震災の経験・教訓を活かし、被災自治体への支援を行いました。また、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機として、感染症の蔓延時における継

続的なごみ処理体制の確保に向けた取り組みを進めました。 

 

 

【コラム１】 東日本大震災における震災廃棄物の処理 

 平成 23 年（2011 年）３月 11 日 14 時 46 分に発災した東日本大震災では、本市の

ごみ総量の約７年分に及ぶ震災廃棄物を処理する必要が生じました。 

 本市は、宮城県沖地震の再来に備え、平成 19 年（2007 年）２月に「仙台市震災廃

棄物等対策実施要領」を策定し、阪神・淡路大震災等における市町村の対応や国庫補

助適用の事例等も踏まえ、損壊建物等を含む震災廃棄物量を想定していました。 

 要領では、津波被害は想定していなかったものの、震災廃棄物の推計方法、通常の

ごみ・し尿処理の基本方針、仮置場の候補地等を定めていたため、初動対応にいち早

く着手することができました。 

また、想定を超える震災廃棄物等の処理にあたって、本市埋立処分場と民間埋立

処分場の残余容量が十分に確保できたことから、広域処理することなく市域内で処

理を完結する「自己完結型」の方針を定め、１次・２次仮置場を一元化し、津波で被

害を受けた市東部沿岸地域３か所に保管から中間処理までを行う「がれき搬入場」

を整備しました。 

さらに、可能な限り環境に配慮したうえで、極力資源化できるよう撤去現場で可

燃物・不燃物・資源物の３種類に粗分別し、がれき搬入場内では 10 種類以上に細分

別して保管・リサイクルの推進を図りました。 

この「自己完結型」の処理は、後に「仙台方式」とも称され、国や全国各都市、学

会・有識者、地元業界団体（仙台建設業協会、宮城県解体工事協同組合、宮城県産業

廃棄物協会（現：宮城県産業資源循環協会）仙台支部）の支援・協力のもと、当初の

目標よりも早い平成 25 年（2013 年）12 月に処理を完了することができました。 
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（万人）  

（単位：％） 

 

（１）人口と世帯の動向 

本市の人口は、これまで増加傾向にありましたが、ここ数年のうちピークを迎え

た後、減少していくことが見込まれています。本市の人口構造は、高齢者の割合が

他の政令指定都市に比べて低いものの、令和２年（2020 年）には４人に１人が高齢

者となるなど、少子高齢化の加速が懸念されます。一方、外国人住民や留学生の数

が増加傾向となっています。 

世帯数については、単身世帯が４割を超え増加傾向にあるなど、少子高齢化の影

響もあり、今後も増加する傾向となることが予想されます。 

令和６年（2024 年）10 月１日現在の推計人口は、約 109.6 万人となり、世帯数は

約 55.1 万世帯となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国勢調査結果（1970-2020 年）、仙台市まちづくり政策局資料（2025 年以降推計値）  

図 8 本市における人口の推移と見込み 

 

 

 
（出典）国勢調査結果  

図 9 世帯の家族類型別割合の推移 
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（人）  （事業所）  

（単位：人）   

  

（出典）仙台市文化観光局資料 

図 10 外国人住民及び留学生の推移 

 

（２）事業所数と従業員数の動向 

市内の産業は、商業・サービス業を中心とした第３次産業の比率が高くなってい

ます。多くの事業所が市外にある本社等の支店・支社であることから、本市は「支

店経済都市」とも呼ばれています。 

事業所数は減少傾向となっている一方で、令和３年度（2021 年度）にかけて従業

員数は増加しています。 

 

                                                                 （出典）経済センサス（総務省統計局）  

図 11 事業所数と従業員数の推移 
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（３）将来ごみ量の見込み 

本市の将来ごみ量は、令和６年度（2024 年度）のごみ総量 33.6 万トンから算出

した１人１日当たりのごみ総量（グラム/人・日）を原単位とし、令和 12 年度（2030

年度）までの人口増減を見込んだ推計で、令和 12 年度（2030 年度）のごみ総量は

33.6 万トンになると見込まれます。 

 

 

 
図 12 予測人口と将来ごみ総量の見込み 
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（１）国内外における廃棄物処理に関する動向 

平成 27 年（2015 年）９月の国連サミットにおいて、世界規模で深刻化する諸課

題に総合的に取り組むことを目指す「持続可能な開発目標（SDGs）」が採択されま

した。 

SDGs は、持続可能な世界を実現するため、令和 12 年（2030 年）までに達成すべ

き 17 のゴールと 169 のターゲットを設定したもので、海洋汚染の防止や食品ロス

の削減のほか、３Ｒ＊の推進による廃棄物の削減や適正処理など、資源循環分野に関

しても様々な目標が掲げられています。 

国内においては、世界的な課題であるプラスチックの有効活用に向けて、令和

４年（2022 年）に「プラスチック資源循環促進法」が施行されており、製品の設

計からプラスチック廃棄物の処理までに関わるあらゆる主体におけるプラスチッ

ク資源循環等の取り組みを促進するための措置が講じられています。 

また、令和 6 年（2024 年）8 月に「第五次循環型社会形成推進基本計画」が策定

され、持続可能な形で資源を効率的・循環的に有効利用する「循環経済（サーキュ

ラーエコノミー）＊」への移行が国家戦略として位置付けられ、循環型社会の形成に

向けた循環経済への移行による持続可能な地域と社会づくりや、ライフサイクル全

体での徹底的な資源循環等が重点分野に掲げられています。 

加えて、令和７年（2025 年）３月には、食品ロスの削減に向け「食品ロスの削減

の推進に関する基本的な方針（第 2 次）」が閣議決定されました。 

【コラム２】SDGs（エスディージーズ）と本計画の関係 

 SDGs の持続可能という考えは、本市の施策全体に通じるものであり、東日本大震

災を経て、防災環境都市を目指すグローバルな施策展開の観点からも重要です。この

ことから本市は、SDGs の推進を市民や企業等と連携して取り組むにあたっての共通

理念としています。 

 廃棄物処理に関係が深い目標としては、持続可能な消費と生産のパターンの確保を

目指す「ゴール 12 つくる責任つかう責任」があげられ、食料廃棄の半減、廃棄物の

大幅削減などがターゲットとして掲げられています。 

 このほかにも、廃棄物の適正な管理による持続可能な環境づくりや、自然災害等に

対する強靭性（レジリエンス）や適応力の強化、海洋汚染の防止などが目標となって

います。 

 本市としても、一般廃棄物処理基本計画に基づき、リデュース（発生抑制）をより

重視した３Ｒの取り組みや、食品ロスの削減などの取り組みを、市民協働で進めてい

きます。 
 

本計画に関係するゴールは次の７つです。 
 
 

 

 

３. 廃棄物処理に関する動向と今後の課題  
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（２）今後の課題 

「１．（２）目標の進捗状況」（p.7）のとおり、本計画の基本目標のうちごみ総

量、最終処分量、１人１日当たりの家庭ごみ排出量については、中間目標の達成が

見込まれ、最終目標の達成に向けて着実に進捗しています。一方、家庭ごみに占め

る資源物の割合については、紙類などのリサイクルが可能な資源物の混入が依然と

して多く見られ、高止まりで推移していることから、再資源化の取り組みや分別排

出の周知徹底をより一層進める必要がある状況です。 

また、本市は令和２年（2020 年）７月に、SDGs の達成に向け取り組みを進める

「SDGs 未来都市」に選定されており、一層のごみ減量・リサイクルや温室効果ガス＊

排出量の低減により、資源循環都市・脱炭素社会＊の実現を目指していく必要があり

ます。 

こうした国内外における資源循環分野の動向や目標の進捗状況等を踏まえ、本市

の一般廃棄物＊処理に関する課題を以下のとおり整理しました。 

 

【コラム３】 プラスチックごみによる海洋汚染 

世界では今、私たちの暮らしからあふれたごみにより、美しい自然が損なわれる

危機に直面しています。中でもプラスチックごみに起因した海洋汚染が深刻な問題

となっています。 

現在使われているプラスチックの多くは、水や土の中で分解されることはありま

せん。ポイ捨てなどの無責任な行動により川や海に流れ出てしまい時間をかけて細

かく砕け、微小なマイクロプラスチック＊となり、海洋生物の体内に取り込まれる等

の被害が生じています。 

プラスチックは様々な用途で利用されており、私たちの生活で得られる恩恵は大

きく、その利用に関する持続可能なあり方は、国・地域、産業構造、消費パターンに

よって異なります。 

今私たちにできること、例えば、「使い捨て（ワンウェイ）プラスチックの使用を

控える」「繰り返し長く使う」「廃棄の際は分別を徹底する」といった行動を意識す

ることが大切です。 

誰もが使うものだからこそ、プラスチックとの付き合い方を考えてみましょう。 
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① プラスチックごみや食品ロスを中心としたごみの発生抑制 

環境負荷の低減を図り持続可能な社会を構築するためには、適切な消費活動

を行い、ごみの発生抑制に努め、ごみの総量を減らすことが最も重要です。 

国では、令和 12 年（2030 年）までにレジ袋等の使い捨て（ワンウェイ）プ

ラスチックを累積 25％排出抑制することや、令和 12 年度（2030 年度）までに

食品ロス量を平成 12 年度（2000 年度）比で家庭系については半減、事業系に

ついては 60％削減させることを目標に設定しており、資源循環都市を目指す本

市は、こうした諸課題に適切かつ積極的に取り組んでいく必要があります。 

② ごみの適正排出と分別の徹底 

これまで市民・事業者・市が協働してごみ減量・リサイクルに取り組んでき

た結果として、令和元年度（2019 年度）から令和６年度（2024 年度）にかけて、

家庭ごみ量は 9.8％減、事業ごみ量は 14.1％減となり、順調に減量が進んでい

ます。 

一方、家庭ごみ＊及び事業系可燃ごみに占める雑がみ＊等の資源物の混入割合

は横ばい状態となっており、また、家庭ごみに混入し焼却処理されているプラ

スチック資源の量が、分別排出によりリサイクルされる量を依然として上回っ

ていることから、引き続きごみの適正排出と資源物の分別徹底を推進し、ごみ

の焼却処理量を減らすことで環境負荷の低減を図ることが必要です。 

 

③ 地域における３Ｒ推進に向けた担い手の育成 

近年、宅地開発等に伴いごみ集積所設置箇所数が増加する中で、不適正排出
＊や不法投棄＊への対策が課題となっています。これまでも地域と連携した排出

ルールの周知・啓発等に取り組んできましたが、こうした地域課題の解決や、

一層のごみ減量・リサイクルを進めるためには、３Ｒ＊の重要性を学び、自発的

に考え、行動する担い手の育成が重要です。 

 

④ 災害等に強い安定的な処理体制の確保 

計画期間には、豪雨災害等の自然災害や、新型コロナウイルス感染症の拡大

等が発生しました。私たちが生活や事業活動を続けていくためには、こうした

状況下においてもごみを安全かつ適正に処理する体制を確保することが必要

となります。 

処理体制の構築にあたっては、脱炭素社会＊の構築に貢献し、かつ、経済性を

考慮した効率的な体制とすることを基本としたうえで、自然災害のほか感染症

の流行等を見据えた災害等に強いごみ処理体制の確保を進める必要がありま

す。 
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第２章 
 

 

 

（１）仙台市基本計画の理念 

仙台市基本計画では、誰もが心豊かに暮らすことができる未来に向けて、「挑戦

を続ける、新たな杜の都へ ～“The Greenest City”SENDAI～」を、まちづくりの

理念としています。 

 

（２）杜の都環境プランが目指す環境都市像 

杜の都環境プランでは、仙台市基本計画の理念のもと、「杜の恵みを活かした、

持続可能なまち」を目指す都市像に掲げ、「『杜の都』の資源が活用され、循環す

るまち」を目指すまちのあり方の一つにしています。 

さらに分野別環境施策の一つとして「資源循環都市づくり」を掲げ、「限りある

資源の大切さが認識され、資源が無駄なく、循環的に利活用されるまち」を目指す

こととしています。 

 

（３）仙台市一般廃棄物処理基本計画の基本的な考え方 

仙台市一般廃棄物＊処理基本計画では、上位計画の理念や目指す都市像を踏まえ

ながら、「循環経済（サーキュラーエコノミー）＊」への移行及び「仙台市ダイバー

シティ推進指針（令和７年（2025 年）３月策定）」に基づくダイバーシティまちづ

くりの視点を加えて、基本的な考え方を以下のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

“杜の都の資源”を次の世代へ 持続可能な資源循環都市をめざして 

限りある資源の大切さが認識され、無駄なく循環的に利活用されることで、杜の都

の良好な環境を維持し、住みやすさを感じることができるまちを目指して、世代や国

籍の違い、障害の有無なども含め、誰もがものを大切に使い、資源とごみの分別など

の３Ｒ＊に取り組めるよう、市民や事業者など多様な主体と協働して、循環経済への

移行に向けた意識醸成・行動変容を推進するとともに、安全で安定的な廃棄物処理体

制を確保します。 

１. 基本的な考え方と方向性  

第３章

 

基本目標・施策の体系 
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プラスチックごみや食品ロスの発生抑制などによって、令和 12 年度までに、ごみ総

量 33 万トンを目指します。 

この目標は、前計画の策定当初に設定したものであり、震災によるごみ量の急増に対

し、市民・事業者・市が連携した取り組みを活かしながら、目標に向けて皆さまと共に

ごみ減量を一層進めてまいります。 

 

 

 

 

図 13 将来ごみ量の見込みと目標 

 

 

（１）基準値・目標値 

令和元年度（2019 年度）の実績を基準とし、計画初年度である令和３年度（2021

年度）から５年後の令和７年度（2025 年度）を中間目標に、10 年後の令和 12 年度

（2030 年度）を最終目標に定めます。 

目標値については、本計画の進捗や社会状況等の変化を踏まえ、必要に応じて見

直しを行います。 
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（２）基本目標 

本計画の基本的な考え方を踏まえ、資源循環都市の実現に向けた発生抑制と再使

用を優先的に推進する目標として、①ごみ総量（生活ごみ＊と事業ごみ＊の合計）を

設定します。 

また、環境負荷の低減に向け埋立処分場の延命化を図るため、②最終処分＊量を目

標に設定します。 

さらに、市民にとって身近な取組目標として、③１人１日当たりの家庭ごみ＊排出

量、④家庭ごみに占める資源物の割合を設定します。 

なお、②最終処分量については、計画の中間評価の結果を踏まえ、さらなる減量

を目指すこととし、最終目標の見直しを図ります。 
 

基本目標 
基準値 

令和元年度 

中間目標 

令和７年度 

最終目標 

令和 12 年度 

①ごみ総量 37.3 万トン 
35 万トン  

 33 万トン 

②最終処分量 5.2 万トン 

4.9 万トン  

 
4.0 万トン 

（見直し前： 4.6 万トン） 

③１人１日当たりの 

家庭ごみ排出量 

463 グラム 430 グラム  

 400 グラム 

④家庭ごみに占める 

資源物の割合 
42.5％ 

35％  

 30％ 

 

（３）参考指標 

基本目標を達成するうえで、必要な取組状況などを把握する参考指標として、①

事業ごみ量、②リサイクル率、③家庭系食品ロス量、④廃棄物分野の温室効果ガス
＊排出量を設定します。 

 

参考指標 
基準値 

令和元年度 

中間目標 

令和７年度 

最終目標 

令和 12 年度 

①事業ごみ量 13.9 万トン 
13 万トン  

 12 万トン 

②リサイクル率 28.5％ 
30％  

 32％ 

③家庭系食品ロス量 1.8 万トン 
1.4 万トン  

 ９千トン 

④廃棄物分野の 
13.7 万トン-CO2 

12 万トン-CO2  

温室効果ガス排出量  10 万トン-CO2 

23％削減 

６％削減 

14％削減 

７％削減 

1.5 ポイント引き上げ 

22％削減 

半減 

3.5 ポイント引き上げ 

13％削減 

27％削減 

12％削減 

６％削減 

12.5 ポイント引き下げ 

7.5 ポイント引き下げ 

７％削減 

14％削減 
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前章「３．廃棄物処理に関する動向と今後の課題」（p.17～p.19）を踏まえ、重点的

な取り組みを設定のうえ、４つの視点のもと資源循環都市の実現に向け横断的に取り組

みを進めます。 

  また、基本目標の達成に向けて、３つの基本方針を設定のうえ、７つの施策を展開し

ます。 
 

（１）重点的な取り組み 

国内外において喫緊の課題となっているプラスチックごみや食品ロスの削減の

ほか、３Ｒ＊に主体的に取り組む担い手の育成に向けた環境教育の充実や、“杜の都

仙台”を象徴する剪定枝＊等の緑のリサイクルについて、重点的に取り組みを進めま

す。 

 

 

◎使い捨て（ワンウェイ）プラスチックの使用抑制と、プラスチック資源の分別・リサイクルの推進  

◎食品ロスの削減と、生ごみの発生を極力減らすライフスタイルの定着  

◎３Ｒに主体的に取り組む人づくりに資する“学びの場”の充実  

◎廃棄物系バイオマス＊による資源・エネルギーの利活用の推進  

◎資源の水平リサイクルの推進等、資源を効率的・循環的に利用する循環経済への移行の推進 

 

（２）視点 

ごみ減量・リサイクルの推進にあたっては、それぞれの主体が役割を担い連携す

る「市民・事業者・市の協働」の視点を大切にするとともに、３Ｒを実践する担い

手の育成に向け「学び・考え・行動する人づくり」を意識し取り組みを進めます。 

また、杜の都の良好な環境を次の世代に引き継ぐため、「環境への配慮」を欠か

さずごみの収集や施設の整備等を進めます。 

さらに今回の改定では、現行計画の３つの視点に加えて、これまでの大量生産・

大量消費・大量廃棄を前提とする線形経済（リニア経済）から持続的な「循環経済

（サーキュラーエコノミー）＊」への移行を見据えた取り組みを推進します。 

 

 

 

 

 

 

市民・事業者・市

の協働

学び・考え・行動す

る人づくり
環境への配慮

３. 基本方針と施策の体系  

循環経済への移行 

+ 
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【コラム４】循環経済（サーキュラーエコノミー）＊への移行 

 従来の大量生産・大量消費型の経済社会活動は、ごみの増加を招くだけではなく、

気候変動問題や大規模な資源採取による生物多様性の破壊など様々な環境問題にも

密接に関係しています。そこで、これまで主流であった「リ二アエコノミー（線形経

済）」と呼ばれる大量生産・大量消費・大量廃棄の一方通行の経済活動から、従来の

３Ｒ＊の取り組みに加え、資源投入量・消費量を抑えつつ、限りある資源を有効活用

しながら、サービス化等を通じて付加価値を生み出す「循環経済（サーキュラーエコ

ノミー）」への転換が世界の潮流となっています。 

 

廃棄物

利用

製品

原材料

製品

利用

リサイ
クル

原材料

リニアエコノミー 

（線形経済） 

サーキュラーエコノミー 

（循環経済） 



   

- 25 - 

（３）基本方針と施策の展開 

第１の方針として、持続可能な資源循環都市を目指すにあたって根幹的な取り組

みとなる、３Ｒの推進に加えて、資源を効率的・循環的に利用する循環経済への移

行の推進を設定します。３Ｒの取り組みを進めるにあたっては、そもそもごみとな

るものを発生させない、発生抑制を中心とした取り組みを進めます。 

第２の方針には、地域における３Ｒやまち美化の担い手づくりを進めるため、わ

かりやすく適切な情報発信や環境教育の充実を図るほか、高齢化などの課題への対

応にも取り組みます。 

第３の方針には、東日本大震災や新型コロナウイルス感染症拡大の経験を踏まえ、

市民や事業者が安心して生活や事業活動を行うことができるよう、様々な危機に対

してしなやかに対応可能で安全かつ安定的なごみ処理体制の構築を目指します。 

 

 

 

「モッタイナイ」の心を育て、３Ｒによるごみの減量とリサイクル推進に取り組むとと

もに、市民・事業者と連携して循環経済への移行を推進します 

 

施策１ ごみ減量・リサイクルによる資源循環 

   

施策２ ごみの適正排出と分別の推進 

 
 
 

 

 
３Ｒやまち美化の担い手づくりに向けた、市民・事業者への適切な情報発信を進めます 

 

施策３ きめ細かな広報・排出ルールの周知徹底 

 

施策４ 社会環境の変化への対応 

 

施策５ 環境美化の推進 

 
 
 
 

 

環境負荷を低減し、災害等にも強い安全で安定的かつ効率的な処理体制を構築します 

 

施策６ ごみの適正処理体制の確立 

 

施策７ 災害や感染症蔓延など様々な危機に対するしなやかな強さの確保 
 

  

施策１ ごみ減量・リサイクルによる資源循環 

基本方針１ 発生抑制を中心とした３Ｒと循環経済への移行の推進 

基本方針２ わかりやすい情報発信と行動する人づくり 

基本方針３ 安全安心かつ安定的な処理体制の確保 

施策２ ごみの適正排出と分別の推進 

施策３ きめ細かな広報・排出ルールの周知徹底 

施策４ 社会環境の変化への対応 

施策５ 環境美化の推進 

施策６ ごみの適正処理体制の確立 

施策７ 災害や感染症蔓延など様々な危機に対するしなやかな強さの確保 
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１-１ プラスチックごみの削減 重点 p.28 

１-２ 食品ロスの削減、生ごみの減量・リサイクル 重点 p.28 

１-３ 緑のリサイクル 重点 p.30 

１-４ 資源を効率的・循環的に利用する循環経済への移行の推進 重点 p.31 

 

 

２-１ 雑がみ・プラスチック製容器包装等の分別徹底 重点 p.32 

２-２ 事業ごみの適正排出及び分別徹底 p.33 

２-３ 不適正排出・不法投棄防止対策の徹底 p.34 

 

 

 

 

３-１ 情報発信の充実 p.35 

３-２ 環境教育の推進 重点 p.36 

３-３ 外国人や若年層への周知・啓発 p.37 

３-４ クリーン仙台推進員・クリーンメイトとの連携 p.37 

 

 

４-１ 高齢化や生活様式の変化に対応した取り組み p.38 

４-２ 地域と連携した課題解決に向けた効果的な仕組みづくり  p.38 

 

 

５-１ 環境美化の推進 p.39 

５-２ 地域清掃や集積所管理の推進 p.39 

 

 

 

 

６-１ 処理施設の整備計画 p.40 

６-２ 効率的な収集運搬体制の構築 p.41 

６-３ ごみ処理手数料のあり方に関する検討 p.41 

６-４ 脱炭素社会に向けた取り組み p.41 

 

 

７-１ 仙台市災害廃棄物処理計画に基づいた処理体制の整備 p.42 

７-２ 広域的な災害廃棄物処理体制の構築 p.42 

７-３ 感染症の蔓延時における自立的な処理体制の構築 p.42 

  

基本方針３ 安全安心かつ安定的な処理体制の確保 

施策７ 災害や感染症蔓延など様々な危機に対するしなやかな強さの確保 

施策５ 環境美化の推進 

施策４ 社会環境の変化への対応 

基本方針２ わかりやすい情報発信と行動する人づくり 

施策３ きめ細かな広報・排出ルールの周知徹底 

施策６ ごみの適正処理体制の確立 

施策２ ごみの適正排出と分別の推進 

施策１ ごみ減量・リサイクルによる資源循環 

基本方針１ 発生抑制を中心とした３Ｒと循環経済への移行の推進 
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 Ｒe d u c e
リデュース

（発生抑制）できるだけごみを出さない 

⚫ 食材は計画的に購入し使いきり、料理は作り過ぎずに食べきる。 

⚫ 過剰包装の商品は避け、野菜や果物はバラ売りを買う。 

⚫ マイバッグやマイバスケットを持参し、レジ袋はもらわない。 

⚫ 詰め替えできる商品を買う。 

 Ｒe u s e
リユース

（再 使 用）繰り返し使う 

⚫ チラシやカレンダーなどの裏面をメモ用紙に使う。 

⚫ 不要になった家具や衣類、本などは、リサイクルプラザや、リサイクル
ショップへの持ち込み、フリマアプリの活用等により、必要な方に使っ
てもらう。 

⚫ 古布類はリメイクしたり、雑巾などに再利用する。 

Ｒecycle
リサイクル

（再生利用）資源に再生する 

⚫ 缶・びん・ペットボトル、廃乾電池類、プラスチック資源は正しく分別
して、市の収集日に排出する。 

⚫ 紙類は集団資源回収・拠点回収・市の収集を、ライフスタイルにあわせ
て利用する。 

⚫ 食品トレイや小型家電などは店頭回収や回収ボックス等を利用する。 

 

 

 

自然環境に配慮し、資源の消費が抑制され、環境への負荷ができるだけ低減される循環

型社会＊の構築を目指すためには、不要なものは買わない・もらわない、ごみになるものを

断る考え方を含めたごみのリデュース（発生抑制）の取り組みを最優先で進め、ごみの総

量を抑制することが重要です。 

次いで、繰り返し使うリユース（再使用）を進め、ごみを排出する際には分別を徹底し、

リサイクル（再生利用）を推進します。 

これらに取り組んだ後に残ったごみについては、焼却施設における余熱利用など、可能

な限り熱回収し、適正処分を行います。 

３Ｒ＊は廃棄物処理に伴う温室効果ガス＊排出量の削減につながり、脱炭素社会＊の実現

にも資するものであることから、一層の取り組みを進めていきます。 

これら３Ｒの取り組みに加え、国家戦略である、資源を効率的・循環的に利用する循環

経済への移行を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針１ 発生抑制を中心とした３Ｒと循環経済への移行の推進 

【コラム５】 ３Ｒ（スリーアール）とは 

Reduce(発生抑制)・Reuse(再使用)・Recycle(再生利用)の略称で、循環型社会を構

築するための行動３原則として、国の第五次循環型社会形成推進計画にも定められ

ています。３つのＲの意味をもう一度理解し、生活の基本的な行動として取り組ん

でいきましょう。 

まずは、 

次に、 

最後は、 



  

- 28 - 

 

 

近年の「プラスチック資源循環戦略＊」の策定や「食品ロス削減推進法」の施行など、プ

ラスチックごみと食品ロスの削減が持続可能な社会づくりを進めるうえでの喫緊の課題で

あるとの認識のもと、これらへの対応に重点を置きごみ減量・リサイクルを推進します。 

また、“杜の都仙台”の象徴的な施策として実施している剪定枝＊等のリサイクル事業に

ついて、これまでの取り組みを活かし拡充の検討を進めるとともに、市民・事業者と連携

して循環経済への移行を推進します。 

 

【１－１ プラスチックごみの削減】 重点 

使い捨て（ワンウェイ）プラスチックの使用抑制に向け、事業者とも連携しながら不

必要なものは買わない・もらわない、何度も繰り返し使える商品を選ぶなど、市民のラ

イフスタイルの変革を促すことが重要です。 

また、製品プラスチックの一括回収・リサイクルの全市展開を開始したことから、プ

ラスチック資源のリサイクルを着実に進めるとともに、粗大ごみとして処理している大

型のプラスチック製品（以下「粗大プラスチック」という。）について、リサイクル手

法の検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１－２ 食品ロスの削減、生ごみの減量・リサイクル】 重点 

市民活動団体等と連携したフードドライブ＊の実施や地域における生ごみ堆肥化など、

これまで他都市に先駆けて市民・事業者・市の協働による取り組みを進めてきた知見を

活かし、食品ロスの削減や生ごみの減量・リサイクルを推進します。 

食品ロスの削減や生ごみの減量・リサイクルはごみ量の削減効果も大きいことから、

市民にとって身近な取り組みである「３つのきる（使いきる、食べきる、水気をきる）」

の啓発をはじめ、事業者との連携による 3010 運動＊の推進・食べ残しの持ち帰りの推奨

等、発生抑制に向けた取り組みを推進するとともに、飲食店等から排出される食品廃棄

物をバイオマス資源＊としてリサイクルする実証を行うなど、様々な角度からの取り組

みを進めます。 

 

 

 

 

実施・検討すべき取り組み 

 使い捨て（ワンウェイ）プラスチック製容器包装・製品のリデュースの徹底 

 マイバッグ・マイボトル等の推奨（レジ袋使用削減） 

 製品プラスチック一括回収・リサイクルの推進 

 家庭ごみ等指定袋へのバイオプラスチック袋の導入可能性の調査・研究 

 国・製造等事業者への要望（拡大生産者責任＊等） 

 粗大プラスチックのリサイクル手法の検討 

施策１ ごみ減量・リサイクルによる資源循環 
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【コラム６】 食品ロスについて 

食品ロスとは、まだ食べられるのに廃棄される食品のことです。 

日本の食品ロス量は 464 万トン（農林水産省及び環境省「令和５年（2023 年度）

推計値」）で、食品ロスによる経済損失は、国民一人あたり 31,814 円/年になりま

す。 

また、食品ロスを国民１人当たりに換算すると“おにぎり１個分(約 102g)の食べ

もの"が毎日捨てられていることになります。 

（出典）消費者庁ホームページより引用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施・検討すべき取り組み 

【食品ロス削減の取り組み】 

○ せんだい食エコリーダーを活用した市民向け講座の開催等による家庭での食品ロス

削減の推進 

○ ごみの組成分析や市民アンケート等による食品ロス発生量等実態調査の実施 

○ 3010 運動の推進に加えて、小盛メニューの導入や利用者の希望に沿った量の料理の 

提供、食べ残しの持ち帰りの推奨など、宴会や外食時における食品ロス削減の促進 

○ フードチェーン（生産、製造、販売）における食品ロス削減対策の推進（食品リサイ

クル法＊に基づく再生利用、原材料の適切な仕入れ・保管など） 

○ 食育推進事業を通じた食品ロス削減を実践する担い手の育成 

○ フードドライブ等による未利用食品の有効活用（回収拠点の拡充、災害救助物資の有

効活用など） 

 

【生ごみ削減の取り組み】 

 「３つのきる（使いきる、食べきる、水気をきる）」のさらなる推進 

 生ごみ堆肥化容器・電気式生ごみ処理機購入補助等による減量・リサイクルの推進 

 乾燥生ごみと野菜を交換する地域循環型事業の推進 

 地域における生ごみ堆肥化の取り組みの推進 

 事業系食品廃棄物のリサイクル推進 



  

- 30 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１－３ 緑のリサイクル】 重点 

令和２年度（2020 年度）から本格実施している家庭系剪定枝＊の資源化事業に関する

認知向上を図るほか、落ち葉の堆肥化モデル事業の実施など、さらなる資源循環の推進

に向けた検討を進めます。 

また、事業系剪定枝の資源化や公共事業における資源物の活用など、緑の循環が一層

進むよう検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 家庭系剪定枝の回収・リサイクルのさらなる推進 

 落ち葉の堆肥化モデル事業等の実施 

 事業系剪定枝の資源化促進（民間処理施設の利活用） 

 公共事業における資源循環システムの構築（公園緑地や街路樹等の維持管理業務と

の連携） 

実施・検討すべき取り組み 

【コラム７】 本市の食品ロス量（推計） 

本市で令和６年度（2024 年度）に実施した「一般廃棄物処理実態等調査」による

と、家庭から出る生ごみに占める食品ロスの割合は 24.7％で、約 1.2 万トンにもな

ります。 

最も多いのは食べ残し等が約７千トンで、次に多いのが全く手付かず（100％残存）

の約４千トンとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、事業所から出る生ごみに占める食品ロスの割合は 45.7％で、約８千トンに

もなり、家庭系食品ロス量と同様、食べ残し等が約 4.1 千トンで最も多く、 

次いで全く手付かずの食品が 

約 3.5 千トンという結果が 

出ています。 

調理くず 70.4%

その他食品等 4.9%

全く手付かず（100％残存） 8.7%

ほとんど手付かず（50％以上） 1.3%

一定程度手付かず（50％未満） 1.2%食べ残し等

13.5%

食品ロス 24.7％ 

調理くず

36.5%

その他食品等

17.8%

全く手付かず（100％残存）

20.9%

ほとんど手付かず（50％以上） 0.3%

一定程度手付かず（50％未満） 0.2%

食べ残し等

24.4%

食品ロス 45.7％ 
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【１－４ 資源を効率的・循環的に利用する循環経済への移行の推進】 

リサイクル製品を地域内で生産・消費する「地産地消」を推進するほか、プラスチック等の使用

済み製品を回収し、再び同一の製品にリサイクルを行う水平リサイクルの取り組みを推進します。  

また、民間事業者と連携した回収拠点の周知広報等を実施し、市民のさらなる利用促進を図る

ほか、リペア＊・リユース事業者との連携により、衣類や家具等の製品の長期利用促進を図るな

ど、循環経済への移行に向けた取り組みを推進します。 

 

 

 

 

 

 

  

〇 リサイクル製品の「地産地消」の推進 

〇 資源の水平リサイクルの推進 

〇 民間事業者と連携した回収拠点のさらなる利用促進 

〇 地域内のリペア＊・リユース事業者との連携推進 

実施・検討すべき取り組み 



  

- 32 - 

 

 

家庭ごみ＊における資源物の混入割合は横ばいで推移しており、依然として再生可能な

紙類等の混入が認められる状況です。リサイクルによる資源循環を一層進めていくため、

資源循環の「見える化」による分別意識の醸成を図ることに加えて、資源物の分別の推進

に向けた周知啓発や適正排出指導等に一層取り組みます。 

また、家庭ごみ集積所への不適正排出＊に対する指導のほか、産業廃棄物＊の不法投棄＊

や野外焼却等の防止に対する取り組みを進めます。 

 

【２－１ 雑がみ・プラスチック資源等の分別徹底】 重点 

家庭ごみの約 20％を占めている雑がみ＊等の再生可能な紙類について、雑がみ回収袋

や回収ロゴマークの活用による普及啓発に加えて、紙箱やビニール袋に入れて排出可能

とする排出ルール変更に関しての認知向上を図り、一層の分別徹底を推進するほか、従

前は資源化が困難とされていたコーティング加工された紙製容器の拠点回収の実施や、

雑がみの分別排出促進に向けた効果的な回収方法の検討など、紙類のリサイクル推進に

向けた取り組みを進めます。 

また、プラスチック資源のほか、缶・びん・ペットボトル等の資源物や、火災発生の

原因となるリチウムイオン電池等についても分別徹底を推進するとともに、使用済み小

型家電、廃食用油、布類等の拠点回収の利用促進など、さらなる資源物のリサイクル推

進に向けた取り組みを進めます。 

加えて、資源循環の「見える化」により、分別意識の醸成を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 啓発用雑がみ回収袋の作成・配布、雑がみ回収ロゴマークの普及 

○ コーティング加工された紙製容器の分別促進・回収拠点の周知 

○ 雑がみの分別排出促進に向けた効果的な回収方法の検討 

○ 雑がみの排出方法に関する認知向上に向けた周知 

○ 民間事業者と連携した回収拠点の提供 

○ 集団資源回収＊を活用した分別・リサイクルの推進 

○ プラスチック資源、缶・びん・ペットボトル等のさらなる分別推進 

○ 使用済み小型家電・廃食用油・布類等拠点回収の利用促進 

○ 資源循環の「見える化」等による分別意識の醸成 

○ 小型充電式電池（リチウムイオン電池等）の排出ルールの周知強化 

施策２ ごみの適正排出と分別の推進 

実施・検討すべき取り組み 
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【２－２ 事業ごみの適正排出及び分別徹底】 

事業ごみ＊の減量を進めるためには、産業廃棄物＊や紙類等の資源物の混入防止が重要

であることから、内容物検査の実施や排出事業者への指導、環境配慮の取り組みの促進

など、事業ごみの適正排出と分別の徹底を促します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実施・検討すべき取り組み 

 清掃工場における事業ごみ搬入車両の内容物検査（展開検査装置活用）の実施 

 内容物検査結果を踏まえた排出事業者への訪問指導の実施 

 排出事業者向け研修会等の開催 

 大規模建築物所有者等＊への立入調査の実施 

 清掃工場への再生可能な事業系紙類の搬入禁止 

 事業者の環境へ配慮した取り組みの促進（仙台市環境配慮事業者（エコにこマイス

ター＊）認定制度、グリーン購入＊など） 

【コラム８】 リチウムイオン電池について 

近年、小型家電等に使用されるリチウムイオン電池の流通量が拡大しており、

収集時や処理施設において、リチウムイオン電池が原因と見られる発火事故が本

市を含め全国的に発生しています。他都市では大規模な火災により処理施設が長

期間停止するケースも出てきているところです。 

こうした発火事故防止のため、本市では令和４年度（2022 年度）より、週１回

の缶・びん・ペットボトル、廃乾電池類の収集日に、リチウムイオン電池等の定

日収集を開始しました。 

安全安心かつ安定的な本市の廃棄物処理体制を維持していくため、正しい分

別・排出に取り組んでいきましょう。 
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【２－３ 不適正排出・不法投棄防止対策の徹底】 

ごみの適正排出と分別推進の啓発を進めるためには、家庭ごみ＊集積所等の排出場所

における不適正排出＊や不法投棄＊の防止対策の徹底も重要となります。 

町内会等の地域団体と連携のうえ、違反シールの貼付による適正排出指導を実施し、

地域における排出実態の把握に努めます。 

また、監視カメラや防止看板の設置等の不法投棄防止対策に取り組むなど、地域にお

ける排出実態の把握に努めながら指導・啓発の強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

実施・検討すべき取り組み 

 家庭ごみ集積所における不適正排出に対する指導（地域団体やクリーン仙台推進員＊等

との連携） 

 現職警察官の配置及び産業廃棄物適正処理監視指導員（産廃Ｇメン＊）の配置 

 不法投棄の未然防止対策（監視カメラ、防止看板の設置）の実施 
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ごみ減量や３Ｒ＊の取り組みを推進するためには、正しい知識を持ち、自ら実践に取り組

む担い手を育成することが重要となります。 

このため、発生抑制を中心とした３Ｒの取り組みなど、ごみ減量の必要性や分別の方法

等に関する情報がより多くの市民・事業者にわかりやすく伝わるよう、多様性に配慮した

適切な情報発信や環境教育の充実に努めることで、自発的に考え、行動することのできる

人づくり・組織づくりを進めます。 

また、ごみの散乱のない快適なまちづくりに向けた環境美化やごみ集積所の適切な管理、

ごみ出しが困難な世帯への支援など地域において課題解決に取り組む団体等への支援や連

携の強化を図るとともに、若者等の参加を促進する仕組みづくりに取り組みます。 

 

 

 

計画改定にあたり令和６年（2024 年）11 月に実施した市民アンケート調査では、さらな

るごみ減量や３Ｒの推進に向け市が講じるべき施策として、「市民への広報の強化」や「ご

み減量・３Ｒに関する学校教育の充実」等への要望が多く寄せられました。 

また、若い世代ではごみ減量・３Ｒに関する施策の認知度が低い傾向にあることがわか

りました。 

こうした結果を踏まえ、本市のキャラクターのうち最も市民認知度の高い、ごみ減量・

分別キャラクター「ワケルくん」を活かしながら、小中学生などを対象とした早期からの

環境教育の充実を図ります。 

また、ＳＮＳ等を活用した情報発信のほか、留学生をはじめとする外国人住民が増加傾

向にあることを踏まえ、多文化共生に配慮した多言語による情報発信を行うなど、きめ細

かな広報を展開することで、国籍の違いに関わらず、誰もが安心して資源とごみの分別な

どの３Ｒに取り組める環境づくりを推進していきます。 

 

【３－１ 情報発信の充実】 

「市政だより」や市ホームページのほか、ＳＮＳやアプリの活用等、様々な手法によ

るきめ細かな情報発信を行い、ひとりでも多くの市民や事業者にごみ減量・リサイクル

や排出ルールに関する情報が届くよう、ユニバーサルデザイン＊の発想も取り入れなが

ら工夫を講じていきます。 

特に市民や事業者の行動変容を効果的に促すため、専門家、ボランティア、地域団体

や市民活動団体等と連携しながら時機を逸しない情報発信に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針２ わかりやすい情報発信と行動する人づくり 

実施・検討すべき取り組み 

 「資源とごみの分け方・出し方」、「ワケルネット」、アプリなどによる周知・啓

発 

 「市政だより」や市ホームページ、ＳＮＳの活用などによる情報発信 

 家庭ごみ＊集積所や町内会等掲示板への啓発ポスター等掲示による周知・啓発 

 民間事業者等との連携やリサイクルプラザの活用によるリユース・リサイクル情報

の発信 

 エコフェスタ＊等の啓発イベントの開催 

 災害時等における迅速で的確な情報発信 

施策３ きめ細かな広報・排出ルールの周知徹底 
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【３－２ 環境教育の推進】 重点 

一人ひとりのごみ減量・リサイクル推進の取り組みが、なぜ持続可能な社会づくりの

ために必要なのかといったことや、プラスチックの資源循環や食品ロスの削減など、我々

が直面している廃棄物をめぐる課題について学ぶことができる環境の整備を進めます。 

特に、小中学生自らが実践者となるとともに、家族も学べるような啓発ツールや学習

の充実を図ります。 

また、地域の担い手として活躍が期待される中高年層への啓発に取り組むなど、生涯

にわたり学ぶことができる環境づくりに努めます。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施・検討すべき取り組み 

 年齢や関心等、対象に合致する効果的な啓発の実施 

 地域向け出前講座＊の実施 

 環境施設見学会の実施（ワケルくんバスの運行） 

 周知啓発用の動画コンテンツや展示物などの更新 

 環境学習・啓発拠点の整備の検討 

【コラム９】ワケルくんファミリー 

 “ワケルくん”は、平成 14 年度（2002 年度）の 100 万人のごみ減量大作戦キャン

ペーンにあわせて、「キチンと分けていますか？」とごみ分別を促進するキャラクタ

ーとして登場しました。その後、「ほとんどの紙分けられます」と呼びかける妹の

“ワケミちゃん”や「マイバックお持ちですかな？」とレジ袋削減を推進する祖母の

“トメさん”が登場。そのほか、「ワケルだけじゃないんです」とものを大切にする

リデュース、リユース、リサイクルの３Ｒを 

呼びかけるワケルくんのパートナーの“セツ 

コさん”や、“ワケ猫ちゃん”、“ワケタロ 

ウ”が登場。 

ワケルくんファミリーは、本市のごみ減量 

・リサイクルキャンペーンの『顔』として重 

要な役割を担っています。 

今後の活躍に乞うご期待！ 
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【３－３ 外国人や若年層への周知・啓発】 

本市には留学生をはじめ１万７千人を超える外国人が居住しているほか、年間６万人

を超える市外からの転入者がいるという特色があります。 

ごみの分別・排出になじみの薄い外国人住民もいることや、国内でも自治体ごとに分

別・排出のルールが異なっていること、学生をはじめとする若年層はごみ減量・３Ｒ＊に

関する施策の認知度が低いことなどを踏まえ、広報物の多言語化や動画コンテンツなど

の活用、大学や専門学校、日本語学校等と連携した周知・啓発により、本市における分

別方法やごみ減量・リサイクル推進の取り組みを効果的に伝え、誰もが安心して正しい

ごみの分別・排出ができる環境づくりを推進します。 

 

 
 
 
 
 

 
 

 

 

【３－４ クリーン仙台推進員・クリーンメイトとの連携】 

地域でごみ減量・リサイクルや環境美化の推進に取り組むリーダーであるクリーン仙

台推進員・クリーンメイト＊は、市民協働によりごみの減量とリサイクルの推進を進めて

きた貴重な人材であり、本市の強みです。 

クリーン仙台推進員・クリーンメイトとの連携を図り、その活動を支援するほか、ご

み減量・リサイクル推進に関する情報発信を行うなど、それぞれの地域の実情を踏まえ、

取り組みが進むよう努めます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施・検討すべき取り組み 

 研修会・活動報告会の実施によるクリーン仙台推進員等の活動支援 

 「仙台メビウス通信」、「活動の手引き」等の刊行による情報共有 

 永年勤続表彰（10 年以上継続のクリーン仙台推進員対象） 

実施・検討すべき取り組み 

 大学や専門学校、日本語学校等と連携した排出ルール等の周知・啓発 

 多言語の動画コンテンツやアプリ等を活用した広報の展開 

 外国人住民の交流の場等における周知・啓発の検討 

 進学、留学、単身赴任等による短期居住者への効果的な周知・啓発 
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高齢化等を背景として、日常的なごみの排出に問題を抱える世帯が増加していることが

懸念されるほか、地域コミュニティによる家庭ごみ集積所の管理が困難になるなど、様々

な問題が顕在化しつつあります。 

また、本市では単身世帯の割合が増加しており、中食 3によるプラスチック製容器包装の

排出増が見込まれるほか、生活様式の変化等により、ごみの排出についても様々な影響が

及ぶことも考えられます。 

こうした地域で生じている課題や、社会状況の変化を把握したうえ、コミュニティの維

持や課題解決に向け、支援の実施や制度見直しなど必要な対策に取り組みます。 

 

【４－１ 高齢化や生活様式の変化に対応した取り組み】 

高齢や障害などによりごみ出しが困難な世帯の負担軽減を図るため、支援活動を行っ

ている地域団体に対して奨励金を交付します。 

また、生活様式の変化を的確に捉えたうえで、啓発をはじめとする社会状況の変化に

応じた取り組みを進めます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
【４－２ 地域と連携した課題解決に向けた効果的な仕組みづくり】 

クリーン仙台推進員・クリーンメイト＊や町内会等の地域団体と連携し、地域の課題や

特性を把握したうえでごみ減量・リサイクルを進めるほか、ごみの適正排出やごみ集積

所の維持・管理など、個別具体な課題の解決に向けた活動を支援します。 

  また、それぞれの地域における様々な活動や先導的な取り組みについて、市民・事業

者に効果的に伝わるよう広報・啓発に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
3 中食（なかしょく）とは、外食と家庭での料理の中間にあり、惣菜や弁当などを買って帰り、家で食べること、ある
いはその食品のこと。  

実施・検討すべき取り組み 

 地域ごみ出し支援活動促進事業の実施 

 家庭ごみ指定袋の配布によるごみ処理手数料の減免（紙おむつ支給対象者等） 

 生活様式の変化を踏まえたごみ減量・リサイクル推進事業の実施・検討 

実施・検討すべき取り組み 

 地域に根ざしたごみ減量・リサイクル推進活動の支援 

 地域で活動する団体との連携・地域内交流の活性化による人材育成 

 地域における様々な活動を、市民・事業者に効果的に伝えるための仕組みづくり 

 市民・事業者と連携したごみの適正排出指導の実施 

 地域コミュニティを活用した集団資源回収＊の促進 

 家庭ごみ集積所の設置・維持・管理に関する新たな支援制度の創設 

施策４ 社会環境の変化への対応 
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これまで本市では、「ごみの散乱のない快適なまちづくりに関する条例」に基づくポイ

捨て防止や地域清掃等の環境美化について、市民・事業者・市が連携・協力して活動する

「仙台まち美化ネットワーク＊」や、ごみ減量・リサイクルに取り組む地域リーダーである

クリーン仙台推進員・クリーンメイト＊との協働により取り組みを進めてきました。 

こうした本市の強みを活かし、市民・事業者との連携を深めながら、引き続きポイ捨て

や不法投棄＊をしない人づくり・させない環境づくりを推進します。 

 

【５－１ 環境美化の推進】 

ごみの散乱は“杜の都仙台”の景観を損ねるだけでなく、自然環境に及ぼす影響も危

惧されています。世界的な問題になっているプラスチックごみによる海洋汚染について

も、陸上で発生したプラスチックごみが河川を通じて海域に流出することが一つの原因

となっており、清潔で快適なまちづくりを推進することが重要です。 

ごみの散乱のない快適なまちを目指し、市民・事業者・市の協働により全市を挙げた

環境美化の推進に取り組みます。 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

【５－２ 地域清掃や集積所管理の推進】 

毎年、全市的な環境美化活動として実施している「アレマキャンペーン」のみならず、

日常的に地域で実施しているボランティア清掃や地域清掃など、それぞれの地域におけ

る取り組みも重要です。 

また、ごみ集積所の排出マナーの悪さはごみの散乱を招き、ポイ捨てや不法投棄の懸

念があることから、市民一人ひとりの排出マナーが向上するよう、地域での清潔保持や

意識向上につながる啓発を進めていきます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施・検討すべき取り組み 

 アレマ・アクションプラン＊の実践（アレマキャンペーンの展開） 

 仙台まち美化サポート・プログラム＊の実施 

 公衆衛生に係る環境関係功労者等表彰の実施 

実施・検討すべき取り組み 

〇 地域清掃等に対する支援（地域清掃ごみ袋の配布、清掃用具の貸与等） 

〇 家庭ごみ＊集積所排出実態調査のあり方の検討（クリーン仙台推進員との協働） 

〇 家庭ごみ集積所周辺清掃用ごみ袋・飛散防止ネットの配布 

〇 「ワケルくんの五つ星☆集積所診断」（表彰制度）のあり方の検討 

〇 家庭ごみ集積所の設置・維持・管理に関する新たな支援制度の創設（再掲） 

施策５ 環境美化の推進 
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市民や事業者が日々安心して生活や事業活動を行うためには、ごみを安全で安定的に処

理する体制を構築し、生活環境の保全や公衆衛生の向上を図ることが重要です。 

老朽化が見込まれる施設については、ごみ量の見込みやごみ質の変化の予測を踏まえた

うえで、温室効果ガス＊の削減効果や経済性等を総合的に勘案し、改良や更新等を検討・実

施することにより、適正な処理体制を確保します。 

また、これまでの東日本大震災や新型コロナウイルス感染症の感染拡大をはじめとする

様々な災害等の経験を踏まえ、外部からの支援が得難い場合においても安定した収集体制

や処理施設の稼働を維持するなど、災害に強い体制づくりを進めます。 

 

 

 

 

処理施設について、災害時の廃棄物の迅速な処理や他自治体への処理支援等を考慮しな

がらあり方を整理し、既存施設の長寿命化を図りつつ、計画的に整備を進めます。 

収集運搬について、今後の社会経済状況の変化に対応しつつ、将来にわたり継続性が確

保される体制の構築に向け、災害時等のバックアップ体制のあり方も含め検討していきま

す。 

また、家庭ごみ＊等有料化の効果及び課題等の検証を行うとともに、費用負担の適正化を

考慮したごみ処理手数料について検討を行います。 

さらに脱炭素社会＊の実現に向け、廃棄物由来のエネルギーの利活用や、廃棄物の処理過

程で発生する温室効果ガス排出量の定量評価を行うほか、収集運搬の効率化などに取り組

みます。  

 

 

【６－１ 処理施設の整備計画】 

長期的な施設整備計画を策定し、ごみ処理施設の計画的な整備のほか、改修・維持管

理に努めます。 

既存施設の整備にあたっては、性能水準を保ちつつ長寿命化を図り、基幹的設備の改

良の際には、省エネルギー化や高効率なエネルギー回収設備の導入を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方針３ 安全安心かつ安定的な処理体制の確保 

実施・検討すべき取り組み 

施策６ ごみの適正処理体制の確立 

 処理施設の強靭化を考慮した将来的な整備計画の策定 

 今泉工場建替事業の推進 

 石積埋立処分場の維持・管理（第２期整備第２区画拡張工事の計画） 

 ペット斎場建替事業の検討 
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【６－２ 効率的な収集運搬体制の構築】 

人口減少、少子高齢化や感染症の流行など、社会経済の構造や市民・事業者のニーズ

の変化を踏まえ、将来にわたって安定的な収集運搬の継続について、あり方を検討して

いきます。 

また、生活ごみ＊について、ごみ量の予測や処理施設の整備状況に応じた収集方法や運

搬ルートの効率化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

【６－３ ごみ処理手数料のあり方に関する検討】 

家庭ごみ＊等有料化導入から 17 年経過していることを踏まえ、これまでの取り組みの

効果について評価・検証を行ったところ、ごみ減量は順調に推移していることから、家

庭ごみ等の処理手数料は維持することが妥当と考えます。 

一方で、処理原価＊を根拠とする事業ごみ処理手数料等については、受益者負担の適正

化の観点等から、見直しについて検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

【６－４ 脱炭素社会に向けた取り組み】 

収集運搬、処理施設及び最終処分＊における温室効果ガス＊排出量の削減に努めるとと

もに、廃棄物処理に伴い発生する温室効果ガス排出量の算出と評価を行います。 

また、焼却施設で得られる余剰電力の売却など、廃棄物由来のエネルギーの活用を推

進するとともに、今泉工場の建て替えにあたっては、排ガスからの二酸化炭素分離回収

の将来的な追加導入の可能性を見据えた設計に取り組みます。加えて、粗大ごみ処理施

設におけるフロン含有機器の適正処理を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施・検討すべき取り組み 

 将来のごみ収集運搬体制のあり方についての検討 

 生活ごみの効率的な収集方法や運搬ルートの検証 

 災害時等のバックアップ体制の検討 

実施・検討すべき取り組み 

実施・検討すべき取り組み 

 処理原価等を踏まえた手数料の見直しの検討 

 指定袋のサイズの見直しの検討 

 資源化促進に向けた市民・事業者にとってインセンティブが働く仕組みづくりの検討 

○ ごみ収集運搬車両の低公害化の推進 

○ 焼却施設における余熱利用・電力利用の推進（余剰電力の売却など） 

○ 焼却施設での電気自動車（ＥＶ）への電力供給設備の導入 

○ 今泉工場の建て替えにおける二酸化炭素分離回収の将来的な追加導入の可能性を見 

据えた設計 

○ 粗大ごみ処理施設における家庭用除湿器等フロン含有機器の適正処理の推進 

○ ごみ処理施設等への再生可能エネルギーの導入推進 
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地震や台風・大雨等の災害時に、大量に発生する災害廃棄物を迅速に処理するため、「仙

台市災害廃棄物処理計画」に基づき具体の手順を定めるマニュアルの見直しや関係団体と

の連携強化を図るなど、災害発生への備えを進めます。 

また、新型コロナウイルス感染症の流行の経験を踏まえ、広域支援が得難い状況におい

ても非常事態に対応できる処理体制の確立に向け取り組みを進めます。  

 

【７－１ 仙台市災害廃棄物処理計画に基づいた処理体制の整備】 

地震や台風・大雨等の自然災害の発生により生じる膨大な災害廃棄物処理について、

可能な限り市域内で処理することを前提とし、別途定める「仙台市災害廃棄物処理計画」

の実効性を高めるため、災害廃棄物処理マニュアルの適宜見直しを図るとともに、廃棄

物処理業者や建設業者等との協定の締結や災害発生時に備えた対策の検討を進めるなど、

災害に備えた体制の整備に取り組みます。 
 

 

 

 

 

 

 

【７－２ 広域的な災害廃棄物処理体制の構築】 

災害発生時には職員の被災市町村への派遣や、可能な範囲で市域外の災害廃棄物の受

け入れを行うなど、東北の中枢都市として他市町村への支援や広域処理にも取り組みま

す。 

また、災害時に発生する膨大な災害廃棄物の広域処理が可能な処理量や処理能力を考

慮したうえで、施設の更新や改修等の検討を進めます。 

さらに、清掃工場ではごみ処理に伴い発生する焼却熱により発電が可能であることか

ら、こうしたエネルギーを活用した防災拠点化についても検討を行います。 
 

 

 

 

 

 

 

【７-３ 感染症の蔓延時における自立的な処理体制の構築】 

感染症の蔓延時は、地域間の移動制限により他自治体支援が得難いことや、収集作業

員やごみ処理施設の従事者の感染により事業停止等の可能性もあることから、事業者間

でバックアップするなど安定的な処理体制を構築します。 
 

 

 

 

 

実施・検討すべき取り組み 

 災害廃棄物処理マニュアルの見直し 

 関係団体との災害協力に関する協定の締結と災害発生時に備えた対策の検討 

 災害廃棄物処理における人材育成（図上訓練等の実施） 

実施・検討すべき取り組み 

 東日本大震災の経験・教訓を活かした被災市町村への支援 

 防災拠点としての施設利用（清掃工場等） 

 災害廃棄物処理の広域処理体制の検討 

実施・検討すべき取り組み 

 収集運搬に関わる事業者における感染防止対策の徹底及び事業継続計画の運用管理 

 事業者間のバックアップ体制の構築 

 処理施設内における感染防止対策及び事業継続計画の運用 

施策７ 災害や感染症蔓延など様々な危機に対するしなやかな強さの確保  


